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情報通信審議会 電気通信事業政策部会 

電気通信番号政策委員会（第４０回） 

令和７年７月７日 

１ 日時 令和７年７月７日（月）１０時００分～１１時３４分 

２ 場所 Web会議 

３ 出席者 

（１） 電気通信番号政策委員会構成員（敬称略） 

相田 仁（主査）、大谷 和子、河村 真紀子、猿渡 俊介、藤井 威生、森 亮二、矢入 

郁子、山下 東子（以上８名） 

（２） 関係者 

ソフトバンク株式会社（技術企画管理本部 技術企画推進統括部 技術渉外部 制度企画

推進課 課長 村岡 大輔）、フリービット株式会社（インフラ事業本部 本部長 髙橋 

研）、楽天モバイル株式会社（政策渉外室長 小田 祐己）、Coltテクノロジーズサービス株

式会社（Head of Regulatory and Compliance (Asia) 七澤 陽子）、KDDI株式会社（コア

技術統括本部 技術企画本部 技術企画部 エキスパート 前野 貢士）、株式会社NTTド

コモ（接続推進室 室長補佐 夏目 基）、NTTドコモビジネス株式会社（リーガル＆リスク

マネジメント部/リスクマネジメント部門 部門長 鎌田 理之）、NTT西日本株式会社（ネ

ットワークデザイン部 ネットワーク高度化部門 部門長 大塚 泰士）、NTT東日本株式

会社（ネットワーク事業推進本部 設備企画部 コミュニケーションサービスクリエイト

センタ長 伊藤 努） 

（３） 総務省 

杦浦 維勝（電気通信技術システム課長） 

（４） 事務局 

八代 将成（番号企画室長）、齊藤 浩之（番号企画室課長補佐） 

 

 

【相田主査】  それでは、皆様、本日はお忙しいところをお集まりいただきましてありが

とうございます。 

 定刻となりましたので、ただいまから情報通信審議会電気通信事業政策部会電気通信番

号政策委員会の第４０回会合を開催いたします。 
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 本日は、石井委員が御欠席となっており、藤井委員は途中参加、猿渡委員は途中退席と伺

っております。 

 また、本日は、前回会合において示された検討事項ごとの論点（案）について関係者ヒア

リングを行うため、関係する電気通信事業者９社の皆様にも御出席いただいております。 

 それでは、まず、事務局より、開催に当たっての御説明をお願いいたします。 

【事務局】  事務局でございます。まずは、ウェブ会議による開催上の注意事項について

御案内いたします。 

 本日の会合の傍聴者につきましては、音声及び資料投影のみでの傍聴とさせていただい

ております。事務局において傍聴者は発言ができない設定とさせていただいておりますの

で、設定の変更をしないようお願いいたします。 

 また、本日の会合につきましては、記録のため録画をさせていただいております。 

 次に、構成員におかれましては、ハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外はマイク

をミュートにして、映像もオフにしていただきますようお願いいたします。 

 発言を希望される際は、事前にチャット欄に発言したい旨を全員宛てに書き込んでいた

だくようお願いいたします。それを見て、主査から発言者を指名いただく方式で進めさせて

いただきます。 

 発言する際は、マイクと映像をオンにして御発言ください。発言が終わりましたら、いず

れもオフに戻してください。 

 接続に不具合がある場合は、速やかに再接続をお願いいたします。 

 その他、チャット機能で随時全員宛てに連絡いただければ、対応させていただきます。 

 注意事項は以上になります。 

 続いて、配付資料の確認です。議事次第に記載されておりますとおり、資料４０－１から

４０－８及び参考資料１の計９点となっております。 

 事務局からは以上です。 

【相田主査】  資料につきまして、よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 議題（１）は関係者ヒアリングでございます。前回会合において、検討事項ごとの論点（案）

が示されました。その内容について、事業者の皆様から御意見をいただきたいと思います。 

 各社から御意見をいただいた後、まとめて意見交換の時間を取らせていただきたいと思

いますけれども、論点等が多いため、意見交換の際は、論点１から３の認定基準の関係まで
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と、論点４から６の卸元事業者への義務づけ関係及びその他に分けて意見交換を行いたい

と考えております。 

 それでは、ヒアリングに移りたいと思います。 

 まず、ソフトバンク株式会社様から御説明をお願いいたします。 

【ソフトバンク株式会社】  ソフトバンク、村岡でございます。本日は、このような機会

を設けいただきましてありがとうございます。 

 では、早速ですが、ソフトバンクの意見について、資料に沿って御説明させていただきま

す。 

 次のスライドをお願いいたします。まず最初に、弊社の基本的な考えというところになり

ますが、下の絵で示しているとおり、卸元、卸先、再販先と多くの事業者が多段的な構造に

なっております。その中で、一部の利用者の中に詐欺グループが存在しているというところ

を理解しております。大多数の正規の事業者が活動を行っているというところもありまし

て、あまり複雑な運用になってしまうというところは解釈の違いであったり形骸化を招い

てしまって、実効性も薄まってしまうのではないかなというところを懸念しているところ

でございます。そのため、運用負担というところは最小限にしつつ、明確で分かりやすいル

ールが策定されることを弊社としては願っているというところでございます。 

 では、次のスライドをお願いします。ここからは、各論点における項目につきましての弊

社のコメントというところになります。 

 まず、１番目です。規律の対象となる電気通信番号の種別に関しましては、詐欺に利用さ

れた番号の大半が固定、特定ＩＰ、携帯電話であるところから、これらの番号種別を対象と

するところに、特に異論はございません。 

 また、特殊詐欺に利用される電話番号の種別につきましては、今後もその動向も確認しつ

つ、必要に応じて制度や対象範囲の見直しといったところも継続的に実施していくという

ところが重要だと考えているところでございます。 

 では、次のスライドをお願いいたします。続いて２点目になります。申請者の役務継続性

を審査するための審査書類というところになりますが、こちらは、総務省様より御提示いた

だいております事業計画、需要見込み、資金計画等を対象とすることに、特に異論はないと

考えているところでございます。 

 続きまして、３点目です。提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用されるおそれが高い者

の要件といったところになりますが、こちらにつきましても、窃盗罪で処罰された者や、認
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定取消しを受けた法人の役員を排除対象とすることについて、特に異論はないと考えてお

ります。 

 ただ一方で、これらの者が不正行為にどの程度関与していたかにつきましては、個別の事

実関係を丁寧に確認しつつ、適切な判断が行われることがよいと考えているところでござ

います。 

 続いて、４点目です。役務の継続性があると認められる基準につきまして、事業の継続性

を６か月とする、電気通信番号使用計画の認定を受けていること、あとグループ再編等によ

る新会社設立、役員の中に一定の従事者があるというところに置かれる基準については、特

に異論はないと考えているところでございます。 

 続いて、５点目です。役務の継続性の確認義務というところでの番号数につきましては、

上限を５０番号以下にするというところには、特に弊社からのコメントはございません。 

 続いて、６点目です。卸電気通信役務を提供する際の確認義務の履行方法というところで、

まず、①卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無につきましては、事務局よりいた

だいた案の中でももちろんよいと考えているところではあるんですけれども、卸元事業者

の電気通信番号使用計画の確認方法につきましては、現在も電気通信番号計画第２の５（１）

の確認に「公表された情報」というところも弊社としては確認しているところでございます。

こういった確認の方法もオーケーとしていただきたいというところと、卸元事業者は各自

独自の審査も行っていると思いますので、そういったところも許容していただくように御

配慮をお願いしたいと考えているところでございます。 

 続きまして、認定の番号、種別といったところの様式を書くといったところは、特に異論

はございませんというところになります。 

 続きまして、先ほどの履行方法の続きのところで、②卸先事業者の役務継続性の確認とい

ったところになります。こちらはａ、ｂ、ｃ、ｄという御提案を受けておりますが、こちら

につきましては、特に異論はないというところになります。 

 次のスライドをお願いします。最後、その他といったところになりますが、こちらにつき

ましては、みなし認定事業者を含む全事業者に対して卸元事業者名を報告するといったと

ころになるかなと思っておりますが、こちらにつきましても特に異論はないというところ

になります。 

 本日の私からの説明は以上となります。 

【相田主査】  ありがとうございました。 
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 続きまして、フリービット株式会社様から御説明をお願いいたします。 

【フリービット株式会社】  フリービット、髙橋です。本日はよろしくお願いいたします。 

 では、フリービットから説明します。検討事項の御回答からさせていただければと思いま

す。 

 次のページをお願いいたします。まず、認定基準の追加関係に関しましての当社の意見で

す。１番目の規律の対象となる電気通信番号の種別に関して、固定、ＩＰ電話、音声通信に

することに関しては賛同いたします。特に異論はございません。 

 ２番目の申請者の役務継続性を審査するための申請書類に関しても、需要見込みや資金

計画などを審査することについても賛同させていただきます。 

 ３番目の提供する電気通信役務が詐欺などに利用されるおそれが高い要件として、処罰

された者とかを規定することに関しても賛同いたしますということで、この３点に関して

は全く異論がない形となっております。 

 次のページをお願いいたします。４番目の役務の継続性が認められる要件、６か月間のサ

ービス提供を行っているというところが確認できる場合に関して、要件として認めること

に関しても賛成させていただきます。 

 次の継続的に行われるというものに関しても、同じように電気通信番号使用計画の認定

を直接受けている、役員の中に、電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経

験がある者がいる場合に対しても賛同させていただきます。 

 また、上記に加えて、上場企業や大企業とＳＩＭ販売等の契約を締結している場合や、

我々のお客様で、ここで言う６か月未満の事業者の事業継続性がないお客さんの中でいる

パターンが、ほかのＭＶＮＯや、キャリアさんの販売代理店や取り次ぎを別な個人事業主と

してやっていたと、またはその会社に社員として所属していたという会社さんがいらっし

ゃいますので、そういったところの過去の経歴あるというところも要件として加えたほう

がいいかなと考えております。 

 また、６か月間の事業規模についても、数千円でも数万円でも本当にいいかというところ

の何か明確な基準があったほうが各社の動きがそろうのではないかなというところも意見

として表明させていただきます。 

 次をお願いいたします。５番目の役務、通信番号の適用除外になる提供番号数について、

５０番号程度とすることに関しては賛同いたします。 

 また、次、６番目、卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無に関しては、認定証
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の提示を受けるということはこちらのほうで確認可能だと思いますので、意見として賛同

させていただきます。 

 あと、②の卸先事業者のサービス継続期間が確認可能な契約書や請求書というところを

ＰＤＦで提示を受けることは可能だと思いますけども、契約書とかサービスの支払いとい

うところは、なかなか企業情報ということで出したがらないお客さんがいますので、ある程

度黒塗りで提出されることも可能という形にさせていただきたいというところです。 

 当社に関しては、信用調査会社からの調査結果で決算が一定回数あるところに関しては

そのまま事業継続性があるということで判断させていただいていますので、そういったこ

とも基準の中に入れていただければなと考えています。 

 次のページをお願いいたします。総務省から直接認定を受けている電気通信番号使用計

画の認定証は、ＰＤＦで提示を受けることが可能であると考えております。 

 また、グループ再編や新会社が設立された場合に親会社との関係が証明できるというこ

とも、ＰＤＦで提示を受けるということは可能だと思います。 

 また、役員の中にかつて電気通信事業者にいた者がいるということに関しても一般的に

は提示可能だと思いますけども、登記簿謄本に載っていない人が大宗を占めると思われま

すので、これも先ほど言った、そこに所属していた社員であったりとか個人事業主であった

りということも考えられますので、職務経歴書の提示とかでもカバーできるような形で検

討いただければと思っています。 

 また、省令・告示などに関して、必要な見直しを検討することに関しても賛同いたします。

制度そのものに対して、見直しを随時検討していくことが必要であると考えています。 

 以上が当社の意見となります。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 続きまして、楽天モバイル株式会社様から御説明をお願いいたします。 

【楽天モバイル株式会社】  楽天モバイル株式会社、小田です。本日は御説明の機会をい

ただきまして、誠にありがとうございます。資料４０－３にて弊社の考えを御説明させてい

ただきます。 

 ３ページ目をお願いします。認定基準の追加関係について申し上げさせていただきます。

まず、論点１の規律の対象となる電気通信番号の種別につきまして、固定電話番号、特定Ｉ

Ｐ電話番号及び音声伝送携帯電話番号とする点につきまして、当社から異論はございませ

ん。 
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 論点２の申請者の役務継続性を審査するための申請書につきまして、特殊詐欺等の犯罪

防止の観点から、審査の重要性は認識してございます。一方で、申請者にとって過度な負担

にならないよう、提出様式や記入要領等の整備並びに審査基準の明確化等の負担軽減措置

を御検討いただきたく考えております。 

 続きまして、記載はないですが、３番の提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用されるお

それが高い者の要件につきましても、事務局案に異論はございません。 

 次のページをお願いいたします。卸元事業者への義務づけ関係です。まず、論点４の役務

の継続性があると認められる基準につきまして、事業継続期間の基準を６か月とする点に

つきまして、異論ございません。 

 また、事業継続期間によらず役務継続性があると判断できるその他の要件として例示い

ただいたものについても異論ございません。 

 加えまして、グループ企業での事業実績や従事経験者との人的つながりを持たない、新規

参入事業者とか海外事業者等の参入を過度に抑止しない観点からは、役務継続性の前提と

なる財務基盤を示す客観的な指標として、「事業者が一定の資本金を有している場合」とい

うものを、事業継続期間によらず役務継続性があるものと判断できる要件として追加する

ことを当社から提案させていただきます。 

 ５ページ目をお願いいたします。続きまして、論点５、役務継続性の確認義務の適用除外

となる提供番号数について御説明させていただきます。役務継続性の確認義務の適用除外

となる提供番号数を制限すること、またその基準を５０番号とすることにつきまして、異論

ございません。 

 次のページをお願いいたします。続きまして、論点６の卸電気通信機を提供する際の確認

義務の履行方法につきまして、御説明させていただきます。 

 卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定有無並びに役務継続性の有無の確認を、論点

（案）に示された方法で卸元事業者が履行することにつきまして、異論ございません。 

 また、論点（案）４で提案させていただきました事業継続期間によらず役務継続性がある

ものと判断できる要件に、事業者が一定の資本金を有している場合を追加する場合におい

ては、その確認方法として登記簿謄本のような事業者が一定の資本金を有していることを

証明する書類の提示を受けることを、こちらにも追加いただく必要があると考えてござい

ます。 

 次のページをお願いいたします。７ページ目です。その他ということで、最後に残った論
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点について御説明させていただきます。卸元事業者と卸先事業者の関係性を把握する目的

において、みなし認定事業者を含む全ての事業者に対して卸元事業者名の報告を求めるこ

とを電気通信事業報告規則に定めることについて、当社より異論ございません。 

 当社からの御説明は以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 では、続きまして、Ｃｏｌｔテクノロジーサービス株式会社様から御説明をお願いいたし

ます。 

【Ｃｏｌｔテクノロジーサービス株式会社】  Ｃｏｌｔテクノロジーサービスの七澤で

ございます。本日はこのような機会をいただき、ありがとうございます。 

 当社資料の説明をさせていただきます。認定基準の追加関係に関しまして、まず、１項目

め、規律の対象となる電気通信番号の種別でございますが、事務局案に賛同いたします。 

 続きまして、２項目め、申請者の役務継続性を審査するための申請書類でございますが、

こちらも事務局案に賛同いたします。なお、変更認定申請時については、役務継続性の審査

は免除されることが適当と考えますので、この点を法令上明確化いただけますよう、御検討

をお願いできればと存じます。 

 ３項目め、提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用されるおそれが高い者の要件でござ

いますが、こちらも事務局案に賛同いたします。 

 続きまして、卸元事業者への義務づけ関係に関しまして４項目め、卸先事業者の役務継続

性があると認められる要件でございますが、事務局案に賛同いたします。 

 また、当社は外資系企業でございまして、国外にある弊社グループ会社との取引がある事

業者が新規に国内で法人を設立し、電気通信事業を開始するケースが想定されます。このよ

うなケースにおいて、国外での６か月以上の取引実績を、事業継続期間によらず役務継続性

があるものと判断できる要件に追加いただきたく、御検討をお願い申し上げます。 

 続きまして、５項目め、役務継続性の確認義務の適用除外となる提供番号数でございます

が、事務局案に賛同いたします。制度悪用を防ぐ観点からも、事業者の判断で提供番号数に

関わらず確認を行うことで番号の犯罪利用防止に資することが可能だと考えております。 

 続きまして、６項目め、卸電気通信役務を提供する際の確認義務の履行方法でございます

が、こちらも事務局案に賛同いたします。４項目めで申し上げました国外取引実績がある新

規参入事業者につきましては、国外親会社等との関係を確認することを履行方法として追

加いただくことの御検討をお願いできればと考えております。 
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 また、認定証に関しまして、認定番号や認定を受けた電気通信番号の種別等の情報を含め

た形式に見直していただくことが適当と考えております。 

 ７項目め、その他につきまして、弊社からの特段の意見はございませんが、みなし認定事

業者を含む全事業者に対して卸元事業者名の報告を求めることに異論はございません。 

 弊社からは以上でございます。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 では、続きまして、ＫＤＤＩ株式会社様から御説明をお願いいたします。 

【ＫＤＤＩ株式会社】  ＫＤＤＩ株式会社の前野です。このたびは、弊社の見解について

発表させていただく機会を御提供いただきまして、ありがとうございます。前回会合で事務

局様よりお示しいただいた論点について、弊社の考えを述べさせていただきたいと思いま

す。 

 まず、１点目の規律の対象となる電気通信番号の種別ですが、こちらについては、事務局

案に対して異論はございません。 

 次のスライドをお願いいたします。続きまして、役務継続性を審査するための書類ですけ

ども、こちらについても事務局様の御提案いただいた案に異論はございません。ただ、資金

計画等については、上場企業等によっては株主に提供している情報以上のもの、決算報告書

といった有価証券報告書等以上の情報を出すということが結構難しいと思いますので、こ

ういった書類等公開済みの情報をもって確認するといったことも検討いただければと思い

ます。 

 次のスライドをお願いします。続きまして、３点目、提供する電気通信役務が詐欺罪等に

利用されるおそれが高い者の要件というところです。こちらについては、事務局様の案に異

論はございません。 

 次のスライドをお願いいたします。４点目です。役務の継続性があると認められる基準と

いったところで、こちらの期間について、６か月といったところに関して異論はございませ

ん。また、その他の要件につきましても、事務局より提示いただいた案について異論はござ

いません。ただ、その他の要件において「一定の事業実績」とか「一定の従事経験」といっ

たところで記載いただいているんですけど、この辺りが各事業者側の判断によってぶれる

ことがないように、ある程度定量的な基準を定めていただくことをお願いさせていただき

ます。 

 次のスライドをお願いいたします。次は、役務の継続性の確認義務の適用外となる番号数
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についてですが、こちらについては、御提示いただいた５０番号以下で異論はございません。 

 続きまして、６点目です。卸電気通信役務を提供する際の確認義務の履行方法といったと

ころで、①の卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無に関しては、事務局案に対し

て異論はございません。 

 ②の卸先事業者の役務継続性の有無の確認方法についても、事務局案に異論はございま

せん。ただ、こちらについて、例えばｄの従事経験に関しましては、離職前の会社で役員等

になっている場合はこういった対外的な資料等が提示できるんですが、それ以外の場合に

おいて職務を証明する書類、例えば離職票みたいなものがございましたら、こういったもの

も有効になるのではないかと考えております。いずれにしましても、どのようなものがこれ

に該当するかといったところの考え方とか具体例を明確にしていただくことを希望させて

いただきます。 

 次のスライドをお願いいたします。その他に関しましても、事務局様の御提案いただいた

案に異論はございません。 

 弊社からの意見は以上になります。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 では、続きまして、株式会社ＮＴＴドコモ様から御説明をお願いいたします。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】  ＮＴＴドコモの夏目と申します。今回、このような機会をい

ただきましてありがとうございました。 

 それぞれ、認定基準の追加、卸元事業者への義務づけ、その他について御説明させていた

だきます。 

 まず、認定基準の追加については、電気通信番号の適正な使用であったりだとか、今回は

犯罪利用対策ということが目的だと思っていますので、認定基準を追加することについて

は賛同いたします。 

 一方で、役務継続性を審査するための書類等については、提出済書類を審査書類として代

替可能にするなど、事業者に過度な負担にならないように整理していただきたいと思いま

す。 

 それぞれ、１、２、３について御説明させていただきます。１番の規律の対象となる電気

通信番号の種別については、事務局案において特に異論はありません。 

 ２番の事業者の役務継続性を審査するための審査書類についても、事務局案に異論はな

いんですが、一部、希望させていただけるのであれば、既に番号指定を受けている事業者が
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変更申請を実施する際の申請書類については、これまでの事業実績等を踏まえて簡素化す

る等の配慮をいただきたいと考えております。 

 ３番、提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用されるおそれが高い者の要件に関しては、

事務局案に対して異論はございません。 

 次のスライドをお願いいたします。卸元事業者への義務づけのところについても、先ほど

と同じように事務局案において賛同いたします。 

 一方で、新たに卸契約を締結する場合で、特にみなし認定事業者については事業の継続実

績等がないということがありますので、確認方法については慎重に検討する必要があるの

ではないかと思っています。 

 それぞれ個々に説明させていただきます。４番、役務の継続性があると認められる要件、

事業継続期間は６か月とかその他の要件については、この要件を確認するということにつ

いて、特に異論はございません。 

 ５番、役務の継続性の確認義務の適用除外となる提供番号数についても、方向性について、

特段異論はございません。 

 ６番、確認義務の履行方法のところについては、事務局案に賛同するものの、少し追加で

御検討いただきたいなという部分について触れております。既に卸契約を締結済の事業者、

そうすると６か月なのかどうなのかという判断ができますし、直接番号を認定されている

ということがその他の要件に書かれていますので、番号認定をされている事業者であれば、

特に４項のａまたはｂに該当すると思いますので、確認自体は比較的容易なのかなと思っ

ています。 

 一方で、新たに卸契約を締結する場合で、特にみなし認定事業者の場合は、４項のその他

の要件に必ずしも当てはまらないケースもあるのではないかなと思っていますので、その

辺の要件だとか、その場合の確認方法については少し整理が必要なのかなと思っています。

具体的には、我々がちょっと思っているのは、弊社が特にＭＶＮＯさんと卸契約する際には

財務状況の審査、信用機関等の信用評価等も含めてですけど実施しているので、その際のス

キーム等を活用できないかというようなことを少し考えております。その他のところで、事

務局案において卸契約更新時に卸元事業者として義務化されること自体は異論はないです

が、少し具体的にすると、真ん中に絵が描いてありまして、これはＭＶＮＯの例ですけど、

卸元事業者、特に我々のようなＭＮＯは、卸先事業者、これは一般的に１次ＭＶＮＯと呼ば

れますが、ここと卸契約をいたします。卸先事業者（１次ＭＶＮＯ）は、配下の卸先事業者
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（２次ＭＶＮＯ）との間で卸契約を締結しているというのが実態だと思いますので、１次Ｍ

ＶＮＯに対してはＭＮＯにおいて確認を行い、２次ＭＶＮＯについては１次ＭＶＮＯが確

認を実施するということで多段で確認していくことが必要になるのかなと思っています。

こうすることでしっかり確認できていくのかなと思いますし、特にＭＮＯから１次ＭＶＮ

Ｏに確認するときには、ガイドラインの中で事業計画等に係る聴取範囲も明確化されてい

るということもありますので、その確認の仕方については幾つかコメントが出ていました

けれども、どういう形でやっていくのかという基準みたいなものについて、整理していくの

かどうなのかも含めて注意が必要なのかなと思っております。 

 ＮＴＴドコモからの説明は以上になります。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 では、続きまして、ＮＴＴドコモビジネス株式会社様から御説明をお願いいたします。 

【ＮＴＴドコモビジネス株式会社】  ＮＴＴドコモビジネスの鎌田です。弊社は７月１日

から、ＮＴＴコミュニケーションズからＮＴＴドコモビジネスに社名を変更させていただ

きました。ちょっとまだ耳慣れないところもあるかと存じますけれども、引き続きよろしく

お願いいたします。 

 それでは、資料の２ページ目をお願いいたします。認定基準の追加の関連ですけれども、

規律の対象となる番号の種別、それから役務継続性を審査するための申請書類、それから３

点目、電気通信役務が詐欺罪等に利用されるおそれが高い者の要件についての基準に関し

まして、事務局案に賛同いたします。 

 続きまして、４ページ目をお願いいたします。卸元事業者への確認の義務の関連ですけれ

ども、まず、事業継続期間６か月を基準とすること、それから電気通信番号使用計画の認定

等の事実確認をもって役務継続性の確認とすることにつきましては賛同いたしますが、③

の新規参入事業者についての役務継続可能性について、こちらのほうは１００％確実な確

認方法というのはなかなか難しいかとは思うんですけれども、大企業のグループ会社等の

組織再編等による新会社の確認というのは事務局案のとおりで賛同いたしますが、特に役

員の業務経歴等からの業務継続性の確認というところは、その役員の方の経歴等々、大企業

に勤めていらっしゃったからといって新しい企業体、あと新規参入事業者のほうの役務継

続性の確認に足るかどうかといったところはいろいろな様々なケースがあるかと思います

ので、有効性や正当性については検討が必要なのではないかなと考えております。 

 一方で、それに代わる案としては、通常のビジネスの場面においては、新規のお取引を開
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始する際には与信調査等といったものも行いますので、こちらも与信調査で必ずしも事業

の継続性の確認が１００％できるというものではないんですけれども、広くビジネスのシ

ーンで使われている手法でもございますので、こちらを一例として検討を深められるのは

いかがでしょうかと考えております。 

 次のページをお願いいたします。続いて、確認の適用対象となる番号数５０番号以下とい

うところは、事務局の案に賛同させていただきます。 

 それから、６番の義務の履行方法に関しまして、①卸先事業者様の使用計画の認定証、ま

たは電気通信番号使用計画及び当該事業者の電気通信事業者の登録証等の確認には賛同さ

せていただきます。 

 次の６ページ目をお願いいたします。先ほどありました項番４の論点にありましたａ、ｂ、

ｃ、ｄの確認項目につきまして、ａ、ｂ、ｃにつきましては事務局案に特に異論はございま

せんが、ｄの役員の経歴の確認につきまして、先ほども申し上げましたとおり実際の営業プ

ロセス等々も考慮しますと、例えば与信調査といったものを代替として活用するという案

も、一つ検討いただければと考えております。 

 最後、８ページ目になりますけども、その他、様式の見直し等につきましては、事務局の

案で賛同させていただいております。 

 御説明は以上になります。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、ＮＴＴ東日本株式会社・ＮＴＴ西日本株式会社様から御説明をお

願いいたします。 

【ＮＴＴ西日本株式会社】  ＮＴＴ西日本の大塚でございます。本日は、このような機会

をいただきましてありがとうございます。ＮＴＴ東日本・西日本の意見について、御説明さ

せていただきます。 

 まず、１点目について、対象とすべき電話番号については、記載のとおりの番号に対して

認定基準を適用することに対して賛同いたします。 

 続きまして、２点目の申請者の役務継続性を審査するための申請書類についてでござい

ます。こちらは、確認の対象は新たに電気通信番号使用計画の認定を受ける事業者が対象で

あり、既存事業者は対象外と認識しております。その場合に、新規参入事業者の認定におい

ては、善良な新規参入事業者へ過度な障壁とならないような仕組みが必要であると考えて

ございます。また、本認定のために提出する事業実績であったり、今後の事業計画等の情報
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は事業運営の根幹に係る事項でありますので、開示請求などの場合においても貴省限りと

していただくような配慮が必要であると考えてございます。 

 次のページをお願いいたします。３点目でございます。電気通信番号使用計画の認定証は、

卸元事業者において卸電気通信役務を提供する際の確認に用いることから、認定基準につ

いては、実効性のある、より明確な基準が必要であると考えてございます。その上で、欠格

事由の対象は過度に広範とならないよう、特殊詐欺に係るものに限定すべきと考えてござ

います。 

 次のページをお願いいたします。４点目でございます。役務継続性の確認期間について、

善良な新規参入事業者の障壁とならないよう、過度に長期間の実績を求める設定とならな

い必要があると考えてございます。また、役務継続性があると見込まれる要件の設定につい

ては、過度な障壁とならないよう御配慮いただければと考えてございます。 

 次のページをお願いいたします。５点目の適用除外となる提供番号数についてでござい

ます。犯罪利用を抑止するという観点から、提供番号数の上限については可能な限り少ない

数に設定すべきと考えてございます。一方で、卸先事業者においては５０番号未満の提供に

とどまるケースはまれであると考えられるため、実質的に全ての事業者に対して役務継続

性の確認が課されることと想定しております。 

 上記に加えて、提供番号数の上限数にとどまるように卸電気通信事業を営むということ

には卸元・卸先事業者双方に運用上の困難があると想定しておりますので、当社としては役

務継続性が確認できた事業者に対して、電話サービスの卸役務提供を実施すると考えてご

ざいます。 

 次のページをお願いいたします。確認義務の履行方法についてでございます。１点目の①

の卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無の確認方法に関しまして、認定事業者

は電気通信番号使用計画の認定証、みなし認定事業者は標準電気通信番号使用計画及び電

気通信事業の届出証に基づき、番号使用計画の認定の有無を確認する方式であれば実施可

能であると考えてございます。 

 次のページをお願いいたします。②の事項でございます。卸先事業者の役務継続性の有無

を確認する方法について、貴省にて御検討いただきました各確認項目についての当社の認

識は下記の表のとおりでございまして、賛同しているa-cいずれかを満たした際に、役務継

続性が有ると判断することに賛同いたします。 

 なお、卸先事業者に対し、必要な文書等の提示が義務であることを省令等に明記する旨、



 -15- 

御検討いただければ幸いでございます。 

 また、論点ａで示されました契約書などの提示は、卸先事業者の業務実態の把握として有

効な手段である一方、契約先の同意なく他社である卸元事業者に開示することは通常困難

であると考えられるため、役務継続性の有無の確認のために卸元事業者へ提供いただく文

書は公知の情報から定めていただきたいと考えてございます。 

 最後のページになります。その他の事項として、省令・告示等について、必要に応じて見

直しについて検討を行うことに賛同いたします。具体例として示されております、みなし認

定を含む全ての事業者から卸元事業者名の報告を求めることに賛同いたします。 

 ＮＴＴ東日本・西日本からの説明としては以上になります。 

【相田主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは、質疑応答、意見交換に移りたいと思います。先ほど申し上げましたように論点

１から３の認定基準の関係と、論点４から６の卸元事業者への義務づけ関係及びその他に

分けて行いたいと思います。 

 論点１から３、認定基準の関係につきましては、ただいまいただきましたプレゼンでおお

むね各事業者様とも事務局案に御異論がない方向性であったかと思いますが、まず、この論

点１から３につきまして、各社への質問ですとか御意見等がございます構成員の方は、チャ

ットに記入いただければ私から順次指名させていただきますし、それが難しいようでした

ら、マイクをオンにして直接お声かけいただいても結構でございます。いかがでございまし

ょうか。 

 それでは、山下先生、お願いいたします。 

【山下専門委員】  ありがとうございます。御説明ありがとうございました。 

 １から３のところで言いますと、例えば申請書の中にいろいろ書き込むと営業の秘密に

抵触するので出したくないとか、株主に公開している情報以外は出しにくいというような

お話があったかと思います。私も両方の面があるだろうと。確かに特に電気通信関係のビジ

ネスというのは非常に新規のものがあるので、これを例えば卸元に出したくないというこ

とがあるかもしれませんが、一方で、それを隠れ蓑にして犯罪的な行為が行われるという可

能性もあるのではないかと思いました。ここの切り分けをどのようにすればいいのかとい

う、よい点というのでしょうか、閾値があるのであれば、どなたか教えていただきたいと思

います。 

 それからもう一つ、特にＫＤＤＩ様からだったと思うんですけれども、上場企業は公開し
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ているもの以上出すのは難しいとおっしゃったので、そうすると、例えば非上場の企業は何

も公開していないわけですがどこまで公開するのかと。上場企業と非上場企業で公開する

基準が変わってくると上場企業が有利になって、非上場企業が逆に言うと不利になるので

はないかと思ったのですが、これについてはＫＤＤＩ様に御質問を申し上げたいと思いま

した。 

 以上です。 

【相田主査】  それでは、まず、ＫＤＤＩ様、今の後半のものについてお答えいただけま

すでしょうか。 

【ＫＤＤＩ株式会社】  御質問ありがとうございます。上場企業に関しましては、株主と

いう目があるというところもあって、それそのものが犯罪行為とかそういったものをやっ

ていくと株主の目とか市場からの目という監視がありますので、そういったところで抑止

力が働くのではないかなと考えております。お答えになっておりますでしょうか。 

【山下専門委員】  ありがとうございます。上場するか否かというそもそもの企業の判断

は、自分が犯罪をしていないことを客観的に見てもらうためではなくて、多分それ以外の要

素があるのだと思います。例えば非常に大きな会社でも、例えば買収されたりするのが嫌だ

とか、そういうことがあって上場しないという判断をすることがありますが、それは必ずし

も犯罪をいつかやろうという、そういう気持ちで上場しない、公開しないというわけではな

いと。そういう意味で、別の経営判断により上場するか、非上場とするかを決めたのに、そ

れをこちらに流用することは、果たして非上場企業に対して公平なのかという、そういう気

持ちがあって質問を申し上げたという次第です。 

【相田主査】  ありがとうございます。 

 それでは、前半のほうの何かいい知恵はないかということについて、お答えいただける方

はございますでしょうか。 

 事務局のほうから、何かその件についてコメントはございますか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。ありがとうございます。 

 山下先生に御懸念いただいたところ、取扱い注意の情報などをどこまで出していけるか

というところなんですけれども、今御議論いただいている１から３の論点のところで、総務

省に出していただくときの書類としては、行政側としてはしっかり取扱いにも注意します

し、そういった形でなるべく事業の継続性とかが分かるものはお出しいただきたいかなと

考えてございます。 
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 他方で、後半でまた御議論いただく卸元が卸先に確認するときに出していただく書類と

いうのは、御指摘いただいたように少し経営上に係るものというのは一定程度含まれてし

まうかもしれませんので、そこは一部のプレゼンの方からもありましたが黒塗りを認めて

いただくとか、そういったところの御要望を踏まえて、ガイドラインなどを想定するときに、

どういったところまでは黒塗りにして出していいというところは、制度を設計する際に事

務局側でも留意して検討していきたいと考えています。 

【相田主査】  山下先生、これでよろしいでしょうか。 

【山下専門委員】  ありがとうございました。 

【相田主査】  それでは、続きまして、森先生、お願いいたします。 

【森専門委員】  御説明ありがとうございました。様々なこちらからのお願いについて、

一つ一つ御丁寧に御検討いただいたと思います。 

 ＮＴＴ東日本・西日本さんにお尋ねいたしますが、２ページです。欠格事由のところです

けれども、ここで明確な基準が必要であるということと、特殊詐欺に係るものに限定すべき

という御趣旨ですけれども、明確なほうはもちろん必要だと思うのですが、特殊詐欺に係る

ものということは、従前特殊詐欺に関する何らかの犯罪を行っているという、そういう御趣

旨で特殊詐欺に係るものと書いていただいているということでよろしいでしょうか、御確

認いただければと思います。 

【相田主査】  それでは、ＮＴＴ東日本・西日本様、いかがでしょうか。 

【ＮＴＴ西日本株式会社】  ＮＴＴ西日本の大塚でございます。御質問いただきましてあ

りがとうございます。 

 御指摘いただいたとおり特殊詐欺に関するものに限定するということで、御質問いただ

いたとおりの認識でございます。 

【森専門委員】  なるほど。罪名等については、特に詐欺に限るとか、そういうことでは

ないということですか。 

【ＮＴＴ西日本株式会社】  御認識のとおりでございます。 

【森専門委員】  分かりました。ありがとうございました。 

【相田主査】  よろしいでしょうか。 

 では、続きまして、大谷構成員、お願いいたします。 

【大谷専門委員】  大谷でございます。御説明を丁寧にいただきまして、ありがとうござ

いました。 
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 質問というよりはコメントのようなものなのですが、たしかＮＴＴドコモビジネス様、そ

のほか幾つかの企業様から変更の申請の際の手続の簡素化あるいは省略ができるのではな

いかという御意見を頂戴していたと思っております。これは役務の継続性の確認審査のと

ころの部分です。私自身も実績がある程度ある事業者についての変更の申請ということに

なりますので一定の簡素化はできると思っておりますけれども、やはり完全に省略までは

できないのではないかと思います。実績のありそうな事業者の体をなして企業を乗っ取る

など、犯罪に関与しようとするところは様々な手段を使ってくると思いますので、それを簡

易なチェックで見破る手続を定めておくことも必要ではないかと思っております。質問と

いうよりはコメントとしてですが、変更認定の場合の手続というのもクリアにしておく必

要があると思っております。それは一定程度簡素なものであって、ただし悪質な事業者をチ

ェックすることができるようなものとして定める必要があるのではないかということでご

ざいます。 

 以上でございます。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 ただいまのは御意見ということですけど、何かこれに対してコメントされたい方はおい

でになりますでしょうか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。大谷先生、ありがとうございます。

御指摘いただいた点、複数社からもいただいている変更申請のところについては、一定程度

事業の継続性というのが確認できる場合も多々あるかと思いますので、他方、完全に全くチ

ェックしないということにするのかどうかは、御指摘いただいたように悪用するような人

間が出てこないとも限りませんので、今後御意見を取りまとめていく中、また今後の省令改

正などで細かく規定していく中で、なるべく簡易なチェックになるようにということを心

がけて検討していきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【相田主査】  それでは、続きまして、後半の論点４から７、卸元事業者への義務づけ関

係及びその他ということに関しまして御質問、御意見等がございます構成員の方は、またチ

ャットに記入いただければと思います。 

 それでは、猿渡先生、お願いいたします。 

【猿渡専門委員】  大阪大学の猿渡です。 

 まず、ソフトバンクの８ページ目のところで、認定証の提示が手間という理由がよく分か

らなかったのですが、教えていただけますでしょうか。写しとかを提出するのであれば全然
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手間ではないような気がしますが、なぜそれを避けようとするのか、その根拠が分かりませ

んでした。 

 あと、ほかの全てのところに対してなんですが、これは前回の委員会で聞いても納得のい

く回答は得られなかったので、もし知っていれば教えていただきたいのですが、大体数十か

ら数百程度の非常に少ない番号で事業をやっている人たちで善良なサービスをやっている

人たちというのは、具体的にどのようなサービスをやっているのかというのを御存じであ

れば教えていただきたいと。転送電話がその一つであるということですけど、転送電話だけ

なのか、それ以外にもあるのかというところで、知っていれば教えていただきたいです。 

 以上です。 

【相田主査】  それでは、まず、ソフトバンク様、認定の確認につきまして、お答えいた

だけますでしょうか。 

【ソフトバンク株式会社】  ソフトバンクの村岡でございます。 

 弊社なんですけれども、申請を実際に投げてくる事業者様というのが結構多いというと

ころでございます。それが半年に直すと数百ぐらいの数が届いてきているというところに

なるんですけれども、こういった認定証を出してくれないということもひょっとしたらあ

るのではないかなというところもあって、かつクイックで審査はある程度しなければいけ

ないというところもあるので、運営負担を緩和するために、こういった公開されている情報

で確認するといったところも一つあるのではないかなと考えているところでございます。 

 また、弊社の与信審査というところも並行して行っておりますので、そういったものの中

で審査を吸収するといったところも一つのやり方ではないかなと考えておりますので、こ

ういったところも踏まえて運用の負担軽減というのを御検討いただきたいというところに

なります。 

 以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 後半の御質問につきましては、ＮＴＴ東日本・西日本様からは実際にそういう５０番号以

下でやっていらっしゃる事業者さんはほとんどいらっしゃらないだろうというようなお話

だったんですけれども、何かそれについて補足いただけることはございますか。 

【ＮＴＴ西日本株式会社】  ＮＴＴ西日本の大塚でございます。 

 弊社のほうで把握している提供回線数が５０回線以下の小規模事業者様というのは、お

およそざっくり１割程度というような状況でございます。そちらのお客様の業種は非常に
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多種多様でございまして、具体的に一例を挙げるとすると、例えば新電力というようなお客

様であったり、あとは情報処理サービス業、いわゆるコンサルティングも含めたそういうと

ころのお客様というのがおられるというような実情でございます。 

 また、その卸先事業者様が転送役務提供を実施しているかどうかについてですが、こちら

は弊社のほうでは情報を持ち合わせていないというのが現状でございます。 

 以上、回答になってございますでしょうか。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 ほかの事業者様でも、そういう５０番号未満の卸先事業者について何か情報提供いただ

ける方はおいでになりますでしょうか。 

 猿渡先生、よろしいでしょうか。 

【猿渡専門委員】  結局、たくさん電話をかけまくる営業をする会社がそれだけたくさん

の番号、５０とか数十ぐらいを要求するという理解でいいのですか、そこのイメージがまだ

全然湧かないのですけど、どうなのですか。相田先生の理解でも構わないのですが、そうい

う理解で一致していますか。 

【相田主査】  ある程度そういう転送電話等でもって大規模にしようとすると、５０より

はたくさん要るんじゃないかということかなとは思いますが。 

【猿渡専門委員】  分かりました。ありがとうございます。 

【相田主査】  よろしいでしょうか。森先生、お願いいたします。 

【森専門委員】  ありがとうございます。 

 それでは、私からはＮＴＴドコモビジネスさんにお尋ねしたいのですが、４ページです。

継続性要件の中で、事業継続期間によらずに継続可能性があるものと判断できる場合のと

ころ、③のところですけれども、役員の中に、認定事業者において一定の従事経験がある者

がいる場合ということを挙げていまして、これは人的リソースをそれなりに用意している

ということでそういうものが入ってきていると思うんですけれども、それについての御意

見としては「必ずしも役務継続性と関連が深いわけではない」ということをお書きいただい

ているんですが、これはどのような御趣旨でしょうか。従事経験があるかどうかは役務継続

性には関係がない、人的リソースとしてそれほど重要なものとは認められないということ

なのでしょうかということと、あと、これは事業継続期間の評価を基礎づける事実ですので、

どちらかというと多ければ多いほど過度な規制にはならないのではないかと思いまして、

これがどうして駄目なのかなとちょっと思いまして、御趣旨を教えていただければと思い
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ます。よろしくお願いします。 

【相田主査】  それでは、ＮＴＴドコモビジネス様、御回答をお願いできますでしょうか。 

【ＮＴＴドコモビジネス株式会社】  森先生、御質問ありがとうございます。 

 おっしゃるとおりで、従事経験者が役員にいるかどうかというところは、人的リソースの

確保の観点からは、もちろん経験者がいないよりはいたほうがいいというのは認識してい

るんですけれども、主に６項のほうで御回答させていただいた確認のプロセス面での対応

の難しさというところが先にあって、まずはそちらの営業の現場等での対応上の難易度と

いうところが念頭にあって、この役員の経歴確認というところに少しコメントさせていた

だいたというのが正直なところではありますけれども、書かせていただいたように、本当の

新規参入事業者で経験のある役員、過去に従事経験がある方がいる、いないというところで

参入障壁になってしまうというのも、本来的に確認する方法の一つの手段としてはもちろ

んあると思うんですけれども、別の方法等も取り得るのではないかと思いましてコメント

させていただきました。 

 以上になります。 

【森専門委員】  ありがとうございました。なるほど、手続とかもあるので、ほかも考え

てくれというような御趣旨ですか。 

【ＮＴＴドコモビジネス株式会社】  さようでございます。 

【森専門委員】  ありがとうございました。分かりました。 

【相田主査】  では、私から重ねて確認させていただきますと、そうすると、これはｄを

置き換えるものというよりは、もう一つｅとしてこういう信用機関の評価があることとい

うのを付け加えるという認識でよろしいでしょうか。 

【ＮＴＴドコモビジネス株式会社】  弊社としてはｄを置き換えるほうで検討を深めて

いただければ幸いですという趣旨でコメントさせていただきましたけれども、今、森先生か

らも御指摘ありましたとおりｄを否定するというものではございませんので、結果として

別の項目を追加するという方向で検討を進められてもありがたいなと思っております。 

 以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 森先生、よろしいでしょうか。 

【森専門委員】  結構です。ありがとうございました。 

【相田主査】  大谷先生、お願いいたします。 



 -22- 

【大谷専門委員】  ありがとうございます。ちょうどｄのところが話題になっておりまし

たので、質問というよりはこの点についてのコメントでございます。 

 ここで信用評価機関や格付機関などの第三者評価という評価方法について御提案いただ

いておりまして、これはある程度有益な方法ではないかと私自身も思っております。経営的

な基盤、それから財務基盤がしっかりしているという意味での信用の評価だけではなく、

様々な情報が提供いただけることが期待できますので、事業の継続性、役務の継続性につい

ての信頼できる指標になり得ると私自身も考えております。ただ、全ての信用調査がそこま

での内容を持つものではなく、加えて、どのような内容で契約するかによってその信用機関

から得られる情報というのも限定されるということを考えますと、どの程度の信用調査で

あればそれを参考にしていいのかといったことについての細目も明確にしていく必要があ

ると思います。可能であれば、こういった評価指標というのを出しておくことも一考に値す

るのではないかなと思っております。 

 それから、教えていただきたいなと思っていたことが２点ございまして、１つは楽天モバ

イル様の資料の６ページに、一定の資本金と書いていただいていまして、もちろん一定の資

本金というのは何か判断要素の一つになり得るとは思っておりますけれども、資本金とい

うのは大体どのくらいであれば意味があるとお考えなのか、「一定の」と書かれていますが、

実際、実務の中でどのように資本金の情報を扱ってこられているかについて教えていただ

ければと思っております。 

 それから、２つ目の質問を続けてよろしければ、別の事業者、Ｃｏｌｔテクノロジーサー

ビス様ですけれども、外国での取引実績というのを考慮する必要があるということで、この

点については、国内、国外に関わらず、実績があればもちろん差し支えないと思っています

けれども、国外での取引実績というのが全ての事業者にとって容易に確認できるというこ

とでもないと思いますので、どのような情報を基に役務の継続性の要件をクリアできてい

ると見るのかといったことについて、少し詳しく教えていただければと思います。 

 以上でございます。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 それでは、まず、楽天モバイル様に関しまして、私からも重ねて質問させていただきます

と、新規参入している事業者が通信事業専業であればあまり問題ないとは思うのですけれ

ども、例えば飲食店とかパチンコ店をこれまで経営していた事業者、企業が通信事業にも参

入するというようなケースを考えたときに、今も大谷先生からもありました資本金の適正
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性というのどうやって判断するのかということがちょっと難しいのではないかと思うので

すけれども、楽天モバイル様の御意見をお聞かせいただけませんでしょうか。 

【楽天モバイル株式会社】  楽天モバイルです。 

 まず、資本金の具体的な金額感に関しては、一つ参考としては、中小企業基本法で言うと

ころの中小企業の基準として、サービス業では５,０００万円以下が中小企業であるという

ことで定められていることの裏返しとして、逆に５,０００万円を超える資本金をお持ちの

会社さんはかなり資本としては厚いものがあって、事業の継続性という観点では継続して

いけるのかなというところが見えるのかなと考えておりまして、実際に実務上もそのぐら

い資本のある会社さんは、すぐ潰れてしまうとかそういうことは基本ないのかなというよ

うに感覚的にも思っておりますというところです。それが１点目です。 

 それから、今、先生がおっしゃったところの異業種からの参入で既に資本蓄積がある会社

さんに関してはどう考えるかというところに関しては、すみません、正直なところ、そうい

った観点で異業種から入ってくることはあまり、かつ非常に資本があるところに関して多

くの事例を持っているわけではないのですけれども、逆にそういった一定事業経験があっ

て蓄積がされている会社さんが「電気通信事業で一丁特殊詐欺でもやってみるか」というこ

とは通常考えられないのであって、だとすると、そういった異業種であっても資本を蓄積す

るだけの事業経験を積んでこられた会社さんというのは、その蓄積によって信用があると

考えられるのかなと、そのように考えてございます。 

 以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 では、続きまして、Ｃｏｌｔテクノロジーサービス様、お願いできますでしょうか。 

【Ｃｏｌｔテクノロジーサービス株式会社】  御質問ありがとうございます。当社と国外

取引実績がある新規参入事業者についてですけれども、国外親会社等との関係方法につき

まして、国外親会社の設立国によって公的書類等が異なる可能性がございますので、例えば

会社のウェブサイト等で親会社等との関係が確認できること等を加えていただければ幸い

に存じます。 

【相田主査】  それでは、大谷先生、よろしいでしょうか。 

【大谷専門委員】  御質問には御回答いただけたと思います。実際にウェブサイトでの確

認というのができるケースというのは大丈夫なケースだと、間違いなくそういうように思

っておりますけれども、全ての場合にそれができるわけではないので、それができなかった
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場合にどうするのかといったことも含めて、国外の取引実績の判断の方法についてもクリ

アな基準を設けておく必要があると考えておりますので、コメントとして申し上げたいと

思います。 

 以上でございます。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 では、続きまして、山下先生、お願いいたします。 

【山下専門委員】  ありがとうございます。私からは５のところで１つと、６のところで

２つ質問があります。 

 ５のところの５０番号以下というところなんですが、犯罪をしようという者が１５０と

か２００の番号が必要なときに、５０ずつ４社に、４つの卸元、系統の異なるＭＮＯのとこ

ろにバッと同時多発で申請したらみんな、審査なしで通って１５０得られたとか、そういう

ことってあり得ないのかなというようにちょっと思ったので、これはどなたにというより

は、事業者の方から、それがあり得るとか、あり得ないということを教えていただければと

思いました。 

 あと、６番のところで２つあるのは、１つは、昔従事経験があったという要件のところで、

ＫＤＤＩ様が役員ではない方について、離職票でもいいのではないのではないかとおっし

ゃっていて、私は、もしこれが有効ならばこれもいいのではないかと。というのは、事務局

とお話ししていたら、前の会社に問い合わせて証明書をもらえばいいというようにおっし

ゃったのですが、離職するときって前職との関係が悪くなる方もいらっしゃるだろうし、そ

ういうのって難しいのではないかなと思ったので、離職票というもので代えられるのだっ

たらいいなと思いましたが、それに現実性があるのかということです。 

 それからもう一つは、信用機関に委ねているんだとおっしゃったのがＮＴＴドコモ様と

ＮＴＴドコモビジネス様かと思うんですけれども、信用機関に問い合わせると幾らか費用

がかかると思いますが、そういう費用は会社全体で固定費で入っているものなのか、各々の

会社で１件につき１万円かかるとかいうようになっているものなのか、１件につき１万円

だったら、それを誰が負担するのかということを伺いたいと思いました。 

 それで、例えばＣｏｌｔテクノロジーサービス様のようなケースですと、外国の会社に対

する信用調査になるので、そういうことも同じように信用機関に問い合わせれば出てくる

のかどうかということも併せて伺いたいと思いました。 

 以上です。 
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【相田主査】  最初の５０掛けるの例につきましては、どうしましょう。事務局のほうで

何かそれについてコメントはございますか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。ありがとうございます。 

 御指摘いただいた点は、まさにそういった制度の抜け穴みたいなところのお話だと思い

ます。大変重要な御指摘ありがとうございます。現行の制度案ですと、確認義務というのは

卸元事業者ごとに個別にやることになっているので、複数の卸元から、例えばＡ社、Ｂ社、

Ｃ社からそれぞれ４９とか５０ずつぐらいもらってくるみたいなことをやろうとすると確

認を免れてしまうという手法は完全に否定できるものではないということで、我々も認識

はしてございます。今回の新しい法律の規律の導入によって今後こういう行為がどのぐら

い出てくるのか、顕在化してくるのかみたいなところは、実態を踏まえて注視していきたい

と考えています。 

 その上で、御指摘があったような手口で不正な利用が横行して顕在化してくるというよ

うな事態になるようであれば、この次の対策をまた検討する必要があると考えてございま

すので、具体には省令で定める５０番号という基準そのものの見直しですとか、そういった

ものもまた中期的に検討課題になり得ると考えてございます。 

 事務局からは以上でございます。 

【相田主査】  では、続きまして、ＫＤＤＩ様、離職票に関連して何かコメントはござい

ますでしょうか。 

【ＫＤＤＩ株式会社】  コメントありがとうございます。特に追加のコメント等はないで

すけども、全ての企業でこういった離職票みたいなものが出るのかというのは我々は分か

らないもので、こういったものを統一的に何が有効で、こういうものは駄目だよというよう

な判断基準を定めていただけるとありがたいなと思っております。 

 以上でございます。 

【相田主査】  では、続きまして、信用にかかる費用につきまして、ＮＴＴドコモ様のほ

うからコメントいただけることはございますでしょうか。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】  ＮＴＴドコモの夏目です。 

 信用評価に関しては、信用評価の機関との契約もいろいろあることはあるので、一概にど

うとは言えないのですけど、基本的に誰が負担しているのかということでいくと、信用機関

に照会する側、我々のほうでかかる費用は負担しているということになります。契約の仕方

によっていろいろなやり方があるのでそれ以上はなかなか申し上げづらいですけど、負担
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者は我々という認識でいます。 

 一旦以上です。 

【相田主査】  では、ＮＴＴドコモビジネス様のほうはいかがでしょうか。 

【ＮＴＴドコモビジネス株式会社】  ＮＴＴドコモビジネスでございます。 

 信用評価機関との契約も、今、ＮＴＴドコモさんからも御説明がありましたようにいろい

ろなパターンがありますけども、１件当たり幾らという場合ですとか、年間何件まで定額制

といったものとかがあろうかと思っております。費用については、通常の取引を開始する際

に、卸取引に限らずとも実施しているところもありますので、卸元である、あるいは取引を

開始しようとしている弊社の費用として、こちらのほうは負担させていただくものと認識

しております。 

 また、海外の企業についての与信調査についても一部取り扱っていただいているような

機関もございますので、金額が高くなる可能性はあるかと思いますけれども、全ての国がカ

バーできているかというところは、今は分かりませんけれども、一部そういう海外の企業に

ついての信用調査といったスキームもないわけではないのではないかなと思っております。 

 以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 山下先生、いかがでしょうか、よろしいでしょうか。 

【山下専門委員】  分かりました。ありがとうございます。 

【相田主査】  では、続きまして、藤井先生、お願いいたします。 

【藤井委員】  藤井でございます。すみません、途中で参加したので、もしかしたら議論

があったのかもしれないのですが、与信評価に関して、信用評価という形で提案いただいて

いる会社がＮＴＴドコモさんとＮＴＴドコモビジネスさんとフリービットさんのところに

入っているかと思うのですが、この与信審査というのは、お金をちゃんと払えるかどうかと

いう確認にはなっているのかなとは思うのですが、役務の継続というところで電気通信事

業をちゃんとやっているかとか、やる気があるかというところの評価は直接見ることがで

きないのかと思うのですが、その辺りは何か評価項目に電気通信事業に関連するビジネス

に対する評価結果というのは得られるような状況になっているのか、それとも単にお金が

ちゃんと払えるかどうかというところの判断だけをしてもらっているのか、この辺りはど

ういうところなのかを教えていただくことはできますでしょうか。 

【相田主査】  それでは、プレゼンいただいた順で、まずフリービット様から御回答いた
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だけますでしょうか。 

【フリービット株式会社】  フリービット、髙橋です。御質問ありがとうございます。 

 当社は、現状ではおっしゃるとおり与信審査のために利用させていただいていまして、た

だ少なくともこういう信用調査に自社の情報を出すというところと、あと少なくとも決算

書は、決算期を１回迎えているということによって情報を得られていますので、そういうと

ころでは事業の継続性という情報に対しても十分活用できるのではないかなと当社は考え

ております。 

 以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 続きまして、ＮＴＴドコモ様、いかがでしょうか。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】  ＮＴＴドコモの夏目です。 

 我々も、どちらかというと卸契約等をする際に、信用調査だけではないですけど、卸契約

する上で、費用の支払わないおそれがないかみたいなことで、いわゆる債権保全のガイドラ

インとか幾つかの要件がありますので、その中で確認をさせていただいています。直接的に

信用調査をすればある程度の情報が取れるということと、場合によっては債務の履行の担

保ということで預託金であるとか債務保証みたいなものを協議の中でお願いさせていただ

くというケースも卸契約をするときにはありますので、そういう議論をしていく中で、それ

でもなお契約して事業をやるんだということであれば、一定程度役務の継続性というのは

判断されているんだろうというような解釈も成り立つのではないかなということで、現に

そういうことをやっていますので、そういうスキーム自体も活用できないかということで

今回御提案というか、記載したものになります。 

 一旦以上です。 

【相田主査】  では、続きまして、ＮＴＴドコモビジネス様、いかがでしょうか。 

【ＮＴＴドコモビジネス株式会社】  御質問ありがとうございます。今、ＮＴＴドコモさ

んから御説明あったこととほぼ同様ですけれども、電気通信事業に特化した調査項目があ

るかと言われると、個別に依頼して個別に費用をお支払いすれば調査していただけること

は可能かと思いますけれども、一般的に利用している信用評価においては特化した項目は

ないと思いますけれども、先ほどもちょっと申し上げましたとおり、新たに取引を開始する

際に相手の企業体に対しての信用評価をどのようにするかというのを外部的な指標として

用いておりますので、一つの材料等にはなるのではないかということで御提案させていた
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だきました。 

 以上になります。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 藤井先生、いかがでしょうか。 

【藤井委員】  承知しました。分かりました。ありがとうございます。 

【相田主査】  それでは、河村委員、お願いいたします。 

【河村専門委員】  ありがとうございます。５、確認義務の適用除外となる提供番号数の

ことについて質問します。ＮＴＴ東日本・西日本さんの御意見が結構印象に残ったのですが、

４ページのところで、まず、５０番号未満がごくまれであるということと、上限を決めた上

で上限までにとどまるような事業を営むことには卸元・卸先事業者双方に運用上の困難が

あるとお書きになっています。それで、ＮＴＴ東日本・西日本さんについては、役務継続性

が確認できた事業者に対して提供するということは、５０番号以下であっても継続性を確

認するということが書かれていると思うんですけれども、まれであるということとか、上限

以下にする申込みには双方に困難があると書いてあることに鑑みて、ほかの事業者さんで

も、Ｃｏｌｔテクノロジーサービスさんが事業者の判断で番号数に関わらず確認義務を行

うとおっしゃっていただいています。、ＮＴＴ東日本・西日本さん、Ｃｏｌｔテクノロジー

サービスさん以外の事業者さんにお聞きしたいんですが、５０番号ということに皆さん賛

成となっているんですけど、それよりも少なくするとか、ＮＴＴ東日本・西日本さんがおっ

しゃっているような観点で、短くて結構なのですが見解をお聞かせいただければと思いま

す。 

【相田主査】  どうしましょう、では、順番に参りましょうか。 

 まず、ソフトバンクさん、５０番号ということについて、何か追加でのコメントをいただ

けますでしょうか。 

【ソフトバンク株式会社】  ソフトバンク、村岡でございます。 

 そもそも５０番号で申請してくる卸先の事業者様というのは、かなりレアケースだと思

っております。御参考までに、ここ半年間の申請数は数百社あったのですけれども、その中

でも一番小さい事業者さんは１,０００回線でした。それ以上の数が標準的に我々のところ

に来るかなと考えておりますというところです。 

 一旦ここまでの御回答ですが、よろしいでしょうか。 

【相田主査】  では、続きまして、楽天モバイル様、お願いいたします。 
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【楽天モバイル株式会社】  楽天モバイルです。 

 弊社におきましても、ＮＴＴドコモビジネスさん、それからソフトバンクさんと同様に、

５０番号以下で申請いただくケースは非常にまれということになってございます。ですの

で、先ほどの資料中にもございますが、同様に当社におきましても実質的には５０番号以下

で適用除外というこの適用除外のルールを使うケースはほぼないだろうと考えてございま

す。 

 以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。すみません、フリービット様を飛ばしてしまい

まして、フリービット様、お願いいたします。 

【フリービット株式会社】  フリービットでも５０番号以下で事業を継続しているとこ

ろは本当に数社なので大きな影響はないと考えますけども、事業なので、いっぱい売ろうと

したけども結果的に５０番号以下になってしまったというところもありますので、そうい

ったところは事業を継続する担保というのを別な確認方法でやる必要があるかなと考えて

おります。 

 以上です。 

【相田主査】  では、続きまして、ＫＤＤＩ様、お願いできますでしょうか。 

【ＫＤＤＩ株式会社】  ＫＤＤＩですが、今手元に定量的なデータがないので何とも言い

難いところはあるんですけども、弊社としても、傾向としてはほかの事業者様と同じような

傾向ではないかと思っております。ですので、その傾向ですとこの基準をなくすることにつ

いてはあまり大きな影響はないのかなと思いますが、一方で、個人のお客様に対しては１人

１０番号までといったようなところがありますので、その辺のところに係る１０番号以下

といったところになってしまうと個人のお客様のところにも影響がございますので、その

辺については御考慮いただけるとありがたいと思っております。 

 以上でございます。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 続きまして、ＮＴＴドコモ様、お願いいたします。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】  ＮＴＴドコモの夏目です。 

 弊社としましても直接のデータが現時点で手元にないのですけれども、これまでの中で

５０番号以下で申請されてきた事業者さんはほとんどいないんじゃないかな、まれなので

はないかなと思います。 
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 先ほどフリービットさんからお話がありましたが、結果として５０番号以下というケー

スはゼロではないのかもしれませんが、新たに契約しましょうという段階において５０番

号以下でという話で申請されてくる事業者さんは、これまであまりいなかったかなと認識

しております。 

 以上です。 

【相田主査】  それでは、ＮＴＴドコモビジネス様、いかがでしょうか。 

【ＮＴＴドコモビジネス株式会社】  ＮＴＴドコモビジネスでございます。 

 弊社の実績としましては、０ＡＢＪの卸に関しては、５０番号以下という卸先事業者様は

おりませんので、比較的番号数はもうちょっと多いお取引が多いです。 

 ただ、０５０番号の卸に関しましては５０番号以下の卸先の事業者様が一定程度、全体の

数で言うと、現状ですと３割程度はございまして、こちらは過去、０５０番号の普及促進に

向けて、特に地方でエリア限定で営業されていらっしゃるケーブルテレビ会社様とかＩＳ

Ｐ様などに対して複合した付加価値提案みたいな形で営業活動もしてきまして、スモール

スタートでまずは始めてみてはといったような提案を行ってきた経緯もありまして、そこ

からなかなか番号数が伸び悩んでいるという残念なところはあるんですけれども、そうい

う経緯もありまして、０５０に関しては地方のケーブルテレビ会社様、ＩＳＰ様に対してと

いうことで、今あるという状況でございます。 

 以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 河村先生、いかがでしょうか。 

【河村専門委員】  ありがとうございます。今後、委員会の中での議論にはなると思うん

ですけれども、先ほど、例えば４９で申請してきたらというような話もあるぐらいなので、

皆さんのお話を聞くと５０を切らなくてもというか、それをもっと少ない数にしてもそれ

ほど影響がないのではないかということと、そうすることで擦り抜けてしまう可能性も低

くなるのではないかというように感じましたので、また後の議論のときに御意見を申し上

げます。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  相田主査、事務局でございます。よろしゅうございますで

しょうか。 
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【相田主査】  お願いします。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  河村先生から御指摘いただきました５０番号以下のケー

スで、特にＮＴＴ東日本・西日本様からプレゼンいただいたように５０番号以下であっても

役務継続性の確認をしていくということで、Ｃｏｌｔテクノロジーサービス様もそうです

けれど御意見をいただいているところもございます。この点、これまでご議論いただきまし

て、番号の有限希少性と警察庁様から頂いている番号利用停止数等を踏まえると、犯罪に利

用される恐れはあまり高くないことを前提に５０というボーダーで切らせていただいてい

るということが今回の制度の設計の考え方となってございますので、その意味でいうと、５

０番号以下にさらに詐欺のおそれがあるということで役務継続性の確認をしにいくという

のは、趣旨としては少し過剰に対応しているのではないかなというように我々としては今

のところ考えているところでございます。 

 また、ＮＴＴ東日本・西日本はじめ、基礎的電気通信役務を提供している事業者や、また

公益事業に関する認定を受けている認定事業者は、役務提供義務の規律がかかってござい

ます。その観点でも少し整理、検討していく必要があるかなと、今、事務局として考えてご

ざいます。またよくよく論点整理をしていく中で、整理を進めていければと考えてございま

す。御意見をいただきましてありがとうございました。 

【相田主査】  ほかにいかがでございましょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、もし本日の会合が終わりました後に追加での御質問、御意見等がございました

ら、事務局まで御連絡いただければと思います。 

 続きまして、議題（２）その他ということで今後の予定等につきまして、事務局から説明

をお願いいたします。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。御議論いただきありがとうございま

した。 

 次回の電気通信番号政策委員会は７月１８日金曜日、１５時から開催予定でございます。

詳細については、事務局より別途御連絡させていただきます。 

 また、今、相田主査からありましたとおり追加の御質問等がございましたら、７月９日水

曜日までに事務局までお寄せいただければと存じます。 

 以上でございます。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 以上で事務局に御用意いただきました議事は終了いたしましたけれども、追加での発言
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の希望がございましたらお受けしたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

 特にございませんようですので、以上をもちまして、本日の情報通信審議会電気通信事業

政策部会電気通信番号政策委員会の第４０回会合を閉会させていただきます。 

 皆様、本日はお忙しい中、御出席いただき、活発に意見交換等をいただきましてありがと

うございました。 

 

 


